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１　目　的

２　予算額 ７５８億９，５９２万円

３　主な事業内容

主な事業名及び事業概要 ４年度当初予算額

2億9,754万円

ア 県立障害者支援施設での取組及び意思決定支援の普及・定着

① 施設利用者の質の高い生活の確保
当事者の意見を施設運営に反映するため、障がい当事者が施設を巡回し、職員との意見

　交換を行う。また、支援改善アドバイザーや支援サポート員を配置する。
2,095万円

② 日中活動・体験の充実
施設利用者の地域移行に向けて、グループホーム体験の場の確保や施設外活動を充実さ

　せるとともに、活動をコーディネートする専門職員を配置する。
2,392万円

③ 地域生活への移行
施設利用者の地域移行先となるグループホームの体制整備や、移行後の生活の場となる

　在宅サービス等の確保を支援する。
2,385万円

一部

④ 意思決定支援の普及・定着
意思決定支援の全県展開に向けて、担い手の養成を行うとともに、アドバイザー派遣や

　新たに事業所キャラバンを実施する。また、事業者が行う意思決定支援を促進するため、
　県版ガイドラインを策定する。

2,410万円

○ その他　障害者グループホーム運営支援事業費など 3,541万円

イ ともに生きる社会かながわ憲章の理念の普及に向けた取組

⑤ ともに生きる社会推進事業費
憲章の理念を県民に浸透させるため、市町村や団体、教育委員会等と連携を図り、県内

　各地域や学校での普及啓発を行う。また、ホームページで障がい者団体等の活動の情報発
　信を行うとともに、県のたよりやポスター掲示など様々な媒体を活用した広報等を行う。

4,000万円

○ その他　農福連携マッチング等支援事業費など 1億2,930万円

(2) 障がい児・者の生活を支えるサービスの充実 747億4,460万円

ア 障害福祉サービス等の提供に係る体制の整備

⑥ 医療的ケア児等への切れ目のない支援
かながわ医療的ケア児支援センター（仮称）を設置するとともに、家族の休息を目的と

　した看護師等の派遣支援を行う市町村（政令市・中核市を除く）への補助等を行う。ま
　た、医療的ケア児の保育を行う上でのノウハウや体制づくりについて支援するアドバイ
　ザーを市町村や保育所等に派遣する。

4,317万円

一部
⑦ 県立特別支援学校における医療的ケア児支援のための環境整備

看護師を増員（３年度:57人⇒４年度:69人）し、特別支援学校で学ぶ医療的ケア児への
　支援を充実するとともに、通学について、福祉車両等を活用した支援を試行する。

1億3,875万円

⑧ 県立特別支援学校の新校等整備
特別支援学校での教育を必要とする児童・生徒の増加や、国の特別支援学校設置基準制

　定に伴う受入れ枠不足に対応するため、新校等の整備に向けて測量調査等を行う。
　（川崎市、藤沢市）

1,850万円

Ⅰ　障がい児・者が地域で安心して暮らせるしくみづくり

　　「当事者目線」に立った新しい障がい福祉の実現を目指し、中井やまゆり園をはじめとした県立
　障害者支援施設の日中活動の充実等や意思決定支援の普及・定着、「ともに生きる社会かながわ憲
　章」の理念の普及を行うとともに、障がい児・者の障がい特性等に応じた、生活を支えるサービス
　の充実を図る。
    また、障がい児・者の社会参加や就労、障がいに対する理解促進に取り組む。

区分

(1) ｢当事者目線｣の障がい福祉の実現

新

新

新

新

新

新

新
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主な事業名及び事業概要 ４年度当初予算額

⑨ 低出生体重児育児支援事業費
低出生体重児を育児する保護者を支援するため、子に応じた発育状況を記録でき、医療

　的ケアが必要な場合等にも役立てられるようにするとともに、医療従事者等との情報共有
　にも活用できる母子健康手帳のサブブック（リトルベビーハンドブック）を作成する。

219万円

一部

⑩ リハビリテーションロボット普及推進事業費
神奈川リハビリテーション病院（厚木市七沢）において、筋電義手等のリハビリテー

ションロボットの相談や実証実験、訓練を行うとともに、新たに「筋電義手バンク（仮
称）」を開設し、訓練用の筋電義手の購入や管理等を行う。

4,597万円

⑪ 民間障害福祉施設整備費補助
障がい者の地域生活の維持、継続を図るとともに、地域生活移行を促進するため、重度

　障がい者にも対応する日中活動の場及び住まいの場を新たに整備する事業者に対して補助
　する。

5,805万円

⑫ 障害者自立支援等給付費
障がい児・者が自立した生活を営むことができるよう支援するため、障害者総合支援法

　等に基づき、市町村が支弁する障がい福祉サービス等に要する費用を負担する。
606億5,612万円

○ その他　障害福祉サービス地域ネットワーク強化事業費など 1億2,483万円

イ 障害福祉サービス等に従事する者の確保及び質の向上

⑬ 障害者地域生活支援事業費
相談支援専門員を養成確保するため、相談支援従事者初任者研修及び現任研修、主任相

　談支援専門員養成研修を実施する。
2,992万円

⑭ 障害者虐待防止・権利擁護推進事業費
障がい者虐待の未然防止や迅速な対応を図るため、障がい者虐待防止の拠点となる障害

　者権利擁護センターにおいて相談を受けるとともに、虐待防止の研修を行う。
687万円

⑮ 喀痰吸引等研修事業費
たんの吸引等の医療的ケアを行う介護職員等を養成するため、喀痰吸引等研修や、研修

　の指導に当たる看護職員に対する伝達講習を行う。
1,080万円

⑯ 精神障害者ホームヘルパー研修事業費
精神障がい者の居宅介護支援に従事する人材の確保及びサービスの質の向上を図るた

　め、精神障がい者の特性を理解したホームヘルパーの養成研修及び現任者研修を行う。
197万円

⑰ 重度重複障害者等支援看護師養成研修事業費
障がい者の医療環境等の充実を図るため、重症心身障害児者施設等の看護師に対する専

　門研修を行うとともに、看護学生や看護師等を対象に、福祉現場における看護に関する普
　及啓発研修を行う。

155万円

○ その他　相談支援従事者等養成・確保推進事業費 768万円

ウ 地域で生活する障がい児・者を支える社会環境の整備

⑱ 重度障害者医療給付事業費補助
重度障がい者の健康の保持及び増進を図るため、重度障がい者の医療費助成を行う市町

　村に対して補助する。
49億6,772万円

⑲ 障害者地域生活支援事業費補助
障がい者の自立した生活を支援するため、ストーマ装具等を支給する日常生活用具給付

　等事業や外出時に付き添い等の支援を行う移動支援事業等の地域生活支援事業を実施する
　市町村に対して補助する。

20億5,136万円

⑳ 障害者地域生活支援関連事業費補助
地域の実情に応じた障がい者の地域生活支援を推進するため、グループホームの設置及

　び運営に対する補助や地域活動支援センターの事業に対する補助など、市町村（政令市を
　除く）が実施する障がい者の地域生活支援関連事業に対して補助する。

5億8,200万円

㉑　在宅重度障害者等手当支給費
　　障がい者福祉の増進を図るため、在宅の重度障がい者等に対し手当を支給する。

5億9,214万円

㉒　心身障害者扶養共済制度実施費
　　障がい者の将来に対する経済的な不安を軽減するため、保護者が死亡した場合などに、
　障がい者に年金を支給する。

4億9,336万円

㉓　医療型短期入所事業所開設促進事業費
　　重症心身障がい児・者等が在宅で安心した生活を送ることができるよう支援するため、
　医療機関や介護老人保健施設による医療型短期入所事業所の開設支援を行う。

569万円

○ その他　障害児施設等措置費など 22億1,778万円

エ 県立施設の維持運営費等

㉔　県立障害福祉施設維持運営費等
　　県立障害福祉施設等の円滑な運営及び利用者等の支援を図るため、維持運営等に係る経
　費を負担する。

26億8,798万円

区分

新

新
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主な事業名及び事業概要 ４年度当初予算額

(3) 障がい児・者の社会参加や就労、障がいに対する理解の促進 9億6,533万円

ア 社会参加や就労に対する支援

㉕　障がい者等の文化芸術普及支援
　年齢や障がい等にかかわらず、誰でも文化芸術を鑑賞・創作・発表できる機会を提供す

　るため、すべての人が舞台芸術に参加し楽しめる「共生共創事業」を実施するとともに、
　「ともいきアート」として障がい者等のアート作品を創作・展示する場の創出等を行う。

9,437万円

㉖　聴覚障がい児等手話言語獲得支援事業費
　　聴覚障がいのある乳幼児の手話言語獲得を支援するため、乳幼児及び保護者を対象に、
　絵本の読み聞かせや手話遊びなど、大人のろう者とふれあう手話交流会等を開催する。

633万円

㉗　盲ろう者支援事業費
　　視覚と聴覚の両方に障がいのある盲ろう者の自立と社会参加を推進するため、盲ろう者
　支援センターの運営を行う。

936万円

㉘　神奈川県ライトセンター指定管理費
　　視覚障がい者の社会参加を促進するため、点字、録音図書等の貸出しやスポーツ振興事
　業等を行うとともに、視覚障がい者に対するボランティア活動を振興する。

3億  597万円

㉙　神奈川県聴覚障害者福祉センター指定管理費
　　聴覚障がい者の社会参加を促進するため、字幕入りビデオ等の貸出しや各種情報提供を
　行うとともに、聴覚障がい者に対するボランティア活動を振興する。

1億5,833万円

㉚　障害者雇用対策費
　　障がい者の雇用と職場定着を促進するため、中小企業を対象とした個別訪問や出前講座
　により相談支援等を実施する。また、中小企業や障がい者就労支援機関を対象としたフォー
ラムや研修のほか、特例子会社の設立に関する補助等を行う。

2,688万円

○ その他　障害者就業・生活支援センター事業費など 3億5,875万円

イ 障がい及び障がい児・者に対する理解の促進

㉛　障害者理解促進事業費
　　障がい者への差別を解消するため、障がいを理由とする差別の相談を受け付ける相談窓
　口を設置するほか、障がいに対する理解促進に向け、内部障がい等の方を対象としたヘル
　プマークの普及啓発や企業等における心のバリアフリー推進員の養成等を行う。

531万円

758億9,592万円

　【⑩】　　健康医療局県立病院課 課長　鈴木　電話 045-210-5040

福祉子どもみらい局福祉部 障害福祉担当課長　鳥井  電話 045-210-4700

福祉子どもみらい局福祉部障害サービス課 課長　髙橋　電話 045-210-4702

福祉子どもみらい局子どもみらい部次世代育成課　課長　川上　電話 045-210-4660

　【㉚】 　 産業労働局労働部 障害者雇用促進担当課長　白須　電話 045-210-5860

  【⑥アドバイザー派遣】

　【㉖】 　 福祉子どもみらい局福祉部地域福祉課 課長　垣中　電話 045-210-4740
　【㉕舞台】国際文化観光局 マグカル担当課長　中里　電話 045-285-0760

　【⑦、⑧】教育局支援部特別支援教育課 課長　萩庭　電話 045-210-8214
　【⑨】　　健康医療局保健医療部健康増進課 課長　柾　　電話 045-210-4770

区分

合 計

備考　(3)の計9億6,533万円のうち、(1)との重複（1億1,115万円）を除いた額は8億5,377万円

　問合せ先

　【⑥医療的ケア児支援センター、看護師派遣、⑫～⑭、⑯、⑱～㉒、㉗～㉙、㉛】

　【⑤、㉕アート】 　 

  【①～③、⑪、⑮、⑰、㉓、㉔】

　【④】　　福祉子どもみらい局総務室 特定課題担当課長　岡田  電話 045-210-4661

福祉子どもみらい局共生推進本部室 共生担当課長　平野　電話 045-285-0737
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１　目　的

２　予算額　　１，１８７億６，８１３万円

３　主な事業内容

区分 主な事業名及び事業概要 ４年度当初予算額

(1)地域包括ケアシステムの深化・推進及び認知症とともに生きる社会づくり 1億2,360万円

① 地域包括ケア推進事業費
地域包括ケアシステムを推進するため、県及び各保健福祉圏域の広域的地域ケア会議

　の開催、在宅医療・介護連携推進事業研修会の開催、市町村への専門職派遣、地域包括
　支援センターの職員等に対する研修等を行う。

644万円

② 生活支援コーディネーター養成研修事業費
地域における生活支援等サービスの提供体制の整備に向けた取組を推進するため、生

　活支援コーディネーター等に対し研修を行うとともに、助言等を行うアドバイザーを派
　遣する。

736万円

一部 ③ 認知症疾患医療センター運営事業費
地域における認知症疾患の医療・介護連携の強化を図るため、認知症疾患医療セン

ターの指定を増やし、専門的医療の提供や日常生活を継続するための支援を充実する。
3,337万円

④ 若年性認知症対策総合推進事業費
若年性認知症の人やその家族等からの相談及び支援に携わるコーディネーターを配置

　し、若年性認知症の特性に配慮した就労継続支援、社会参加支援及び活躍できる居場所
　づくり支援等を行う。

1,796万円

⑤ 認知症対策普及・相談・支援事業費
認知症の人やその家族が住み慣れた地域で安心して暮らせるよう、認知症コールセン

ターにおいて介護の悩みなど認知症全般に関する相談を行うほか、かながわオレンジ大
使（認知症本人大使）による認知症理解のための「本人発信」を支援する。

1,069万円

一部
⑥ オレンジパートナー活動支援事業費

オレンジパートナーをはじめとする認知症サポーターのステップアップ研修修了者の
　活動支援を行うとともに、市町村におけるチームオレンジ構築支援のための伴走支援や
　会議、研修を行う。

495万円

⑦ 認知症医療支援事業費
認知症の早期診断・早期対応の体制を強化するため、かかりつけ医等を対象として、

　認知症対応力の向上を図るための研修を行うとともに、かかりつけ医への助言や支援を
　行う認知症サポート医の養成及びフォローアップ研修を行う。

553万円

⑧ 認知症医療支援事業費補助
認知症の早期診断・早期対応の体制を強化するため、指定都市が実施する認知症サ

　ポート医養成や病院勤務の医療機関従事者向けなどの研修事業に対して補助する。
1,002万円

⑨ 認知症地域支援等研修事業費
認知症の人やその家族が住み慣れた地域で安心して暮らせるよう支援するため、市町

　村が設置する認知症初期集中支援チームのチーム員の養成やフォローアップ、認知症地
　域支援推進員の研修を行う。

531万円

⑩ 認知症介護等研修事業費【一部】
認知症高齢者に対する介護サービスの充実を図るため、認知症介護の専門職員を養成

 する研修を行う。
1,722万円

〇　その他　認知症対策総合支援事業費など 471万円

Ⅱ　高齢者が安心して、元気に、いきいきと暮らせる社会づくり

　　団塊の世代が後期高齢者となる2025年を見据え、高齢者が自ら参加して、地域で包括的、継続
　的な支え合いを行う地域包括ケアシステムの深化・推進に向けて、介護施設等の整備や介護従事
　者の確保のための事業を実施するとともに、認知症の未病改善を含めた総合的な認知症施策を進
　め、高齢者が住み慣れた地域で安心して暮らすことのできる体制を整備する。

新

新
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主な事業名及び事業概要 ４年度当初予算額

(2) 健康・生きがいづくり 11億1,807万円

⑪ 介護・認知症未病改善プログラム事業費
認知症未病改善のため、県民がコグニサイズに取り組みやすい環境づくりとして、地

　域の実践者が交流する機会を設けるほか、フォローアップ講師を派遣するなど、コグニ
サイズの更なる普及・定着を推進する。

957万円

⑫ 老人クラブ活動等推進事業費
高齢者の生きがいと健康づくりを推進するため、各種活動を総合的に実施する組織で

　ある老人クラブ及び老人クラブ連合会の活動経費に対して補助する。
4,265万円

⑬ 介護予防評価事業費
市町村が「介護予防事業」を効果的に実施するため、事業効果の調査分析、評価を行

　うとともに、研修や高齢者の保健事業と介護予防の一体的実施における「通いの場」へ
　の伴走支援事業を行う。

389万円

⑭ ねんりんピックかながわ2022の開催及び高齢者スポーツの推進
令和４年11月に開催する第34回全国健康福祉祭神奈川・横浜・川崎・相模原大会（愛

　称：ねんりんピックかながわ2022）を成功させるため、共同主催者である政令市及び交
　流大会を開催する市町等と連携して、大会運営や機運醸成等に取り組む。併せて、高齢
　者スポーツの普及・振興、健康づくりを推進する。

10億5,545万円

〇　その他　高齢者社会参画・生きがいづくり支援事業費 648万円

(3) 介護保険サービス等の適切な提供とその基盤づくり 1,175億1,539万円

ア 介護施設等の整備

⑮ 特別養護老人ホーム整備費補助
在宅での介護が困難な重度の要介護高齢者に介護を行う特別養護老人ホーム等の整備

　費用に対して補助する。
1億6,269万円

⑯ 地域密着型サービス施設等整備費補助
市町村で提供される地域密着型サービスの強化等を図るため、小規模多機能型居宅介

　護事業所や認知症高齢者グループホーム等の整備に加え、介護職員の宿舎の整備等に対
　して補助する。

13億8,988万円

⑰ 高齢者施設改修費補助
入所者の自立した生活の支援を図るため、既存施設のユニット化やプライバシー保護

　のための改修、介護医療院等への転換整備費用等に対して補助する。
4億8,588万円

⑱ 施設開設準備支援事業費補助
介護施設等の開設時から安定した質の高いサービスを提供するための体制整備を支援

　するため、施設の開設準備費用等に対して補助するとともに、介護施設等の大規模修繕
　の際にあわせて行う介護ロボット・ＩＣＴの導入費用等に対して補助する。

53億8,753万円

⑲ 定期借地権利用整備促進事業費補助
特別養護老人ホーム等の整備促進を図るため、定期借地権を設定した用地確保に要す

　る費用に対して補助する。
3億2,906万円

イ 介護従事者の確保等
一部

⑳ 介護人材確保促進事業費
「介護フェアinかながわ」の開催や動画の作成等を通じて、広く県民に対して介護の

　仕事の魅力を発信する。また、要介護度の維持・改善、人材育成、処遇改善に成果をあ
　げた介護サービス事業所を表彰し、更なる取組へのインセンティブとなる奨励金（１事
　業所100万円）を交付する。

5,861万円

㉑　介護未経験者参入促進事業費
　福祉・介護人材の参入を促進するため、介護分野での就労未経験者を対象に、初任者

　研修等を行うとともに、介護サービス事業所等への就労までを一貫して支援する。ま
　た、介護助手の導入促進等を図るとともに、介護現場における多様な働き方の導入に向
　けたモデル事業を実施する。

9,878万円

㉒　求職者と介護業界のマッチング支援事業費
　　求職者の生活の安定と本県の喫緊の課題である介護人材確保のため、求職者に対し
　て、本人の適性に合った介護事業所等とのマッチング及び業務に必要な知識・技術など
　の習得を支援する。

1億5,200万円

㉓　外国人介護人材受入施設環境整備事業費補助
　　介護施設等における外国人介護人材の受入れを支援するため、施設等が行うコミュニ

ケーションを促進する取組等に対して補助する。
880万円

㉔　喀痰吸引等研修支援事業費
　　たんの吸引等の医療的ケアを行う介護職員を養成する際の課題に対応するため、実地
　研修先の確保や喀痰吸引等研修の受講を支援する。

509万円

〇　その他　かながわ感動介護大賞表彰事業費など 5億7,571万円

区分

新

新
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主な事業名及び事業概要 ４年度当初予算額

ウ 介護保険サービス等の適切な提供

㉕  介護給付費負担金
　介護保険制度の円滑な運営を図るため、介護保険法に基づき市町村が行う介護給付及

　び予防給付に要する経費の一部を負担する。
1,002億2,629万円

㉖  地域支援事業費交付金
　高齢者が社会に参加しつつ、地域において自立した日常生活を営むことができるよう

　にするため、地域支援事業に要する経費の一部を市町村に対して交付する。
57億5,556万円

㉗  低所得者保険料軽減県負担金
　介護保険制度の円滑な運営を図るため、介護保険法に基づき市町村が行う低所得者の

　介護保険料の軽減措置について、減額した額の一部を負担する。
21億7,693万円

㉘  介護ロボット普及推進事業費
　介護施設職員等に対し、介護ロボットの活用現場を体験する機会を設けるとともに、

　介護施設等への介護ロボットやＩＣＴの導入に対して補助する。また、介護施設等を対
　象として介護ロボットやＩＣＴの導入に向けたオンラインセミナーを開催する。

6億4,276万円

〇　その他　介護職員処遇改善加算取得促進特別支援事業費など 5,977万円

(4) 市町村が行う取組の支援 1,106万円

㉙　高齢者保健福祉計画等推進事業費
　　市町村の保険者機能の強化を支援するため、国から提供されたデータを活用した地域
　分析や、市町村職員を対象とした研修の実施、自立支援・重度化防止に向けた市町村の
　個別支援を行う。

245万円

〇　その他　介護給付適正・適切化推進特別事業費国保連補助など 861万円

〇　再掲　地域包括ケア推進事業費など (2,727万円)

1,187億6,813万円

【⑳～㉓】 　福祉子どもみらい局福祉部地域福祉課　 　課長　垣中  電話 045-210-4740

区分

合 計

問合せ先
【①～⑬、⑯～⑲、㉕～㉙】

　福祉子どもみらい局福祉部高齢福祉課　 　課長　山本  電話 045-210-4830
【⑭ねんりんピックかながわ2022】

スポーツ局ねんりんピック課 課長  渡邉　　電話 045-285-0339
【⑭高齢者スポーツの推進】

スポーツ局スポーツ課 課長  加藤木　電話 045-285-0791
【⑮、㉔】

　福祉子どもみらい局福祉部介護サービス担当課長　諸星  電話 045-210-4801
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１　目　的

２　予算額　　７７億　　８０３万円

３　主な事業内容

主な事業名及び事業概要 ４年度当初予算額

(1) 看護師等の確保対策 67億8,602万円

ア 養成数等の拡充

① 保健福祉大学の運営等
保健、医療及び福祉分野における高度で専門的な知識及び技術を教授研究するととも

　に、ヒューマンサービスを実践できる人材及び地域や国際社会で活躍できる人材を育成
　するため、（大）公立大学法人神奈川県立保健福祉大学に運営費を交付する。

37億7,704万円

② 看護師等修学資金貸付事業費
看護職員等の確保及び県内定着を図るため、看護職員等養成施設に在学する者に対し、

　修学資金の貸付けを行う。
1億6,775万円

③ 看護師等養成所運営費補助
看護職員の養成、確保を推進するため、看護師等養成所の運営費に対して補助する。

4億8,917万円

〇　その他　看護実習受入拡充事業費補助など 3億1,554万円

イ 離職防止

④ 院内保育所支援事業
医師、看護職員の離職防止と再就業促進のため、病院等が行う院内保育事業の運営費

　等に対して補助する。
2億　299万円

⑤ 新人看護職員研修事業費補助
新人看護職員の早期離職を防止するため、各病院等が行う新人看護職員研修に対して

　補助する。
9,800万円

⑥ 看護師等資質向上推進事業
看護職員のスキルアップのため、資質向上推進委員会を開催するとともに、看護職員

　等の資質向上研修等を行う。
524万円

〇　その他　看護職員等処遇改善事業費補助 16億5,580万円

ウ 再就業の促進

⑦ ナースセンターの運営等
看護職員の確保と離職看護職員の把握・復職支援のため、ナースセンターにおける無

　料職業紹介や離職看護職員の登録及び登録者への定期的な情報提供を行うとともに、
ナースセンターの利便性を向上する取組み等を強化することにより、求職者及び求人施
設がナースセンターを利用するメリットを充実する。

4,825万円

エ 卒後教育の充実

⑧ 訪問看護推進支援事業
在宅医療の進展及び高度・多様化する訪問看護のニーズに対応するため、在宅医療へ

　の支援のあり方を検討するとともに、訪問看護師の養成・確保・定着を図り、訪問看護
　の提供体制を整備する。

2,550万円

⑨ 精神科看護職員研修事業費補助
良質な看護サービスを提供するため、精神科看護に従事する看護職員を対象とした認

　知行動療法等の研修費用に対して補助する。
70万円

(2) 外国人看護師候補者の支援 731万円

⑩ ＥＰＡ外国人看護師候補者の支援
経済連携協定（ＥＰＡ）に基づき、インドネシア、フィリピン及びベトナムから入国

　した外国人看護師候補者を支援するため、国家試験対策講座を実施するとともに、施設
　が行う学習支援に対して補助する。

731万円

(3) その他医療従事者の確保 187万円

⑪ 歯科衛生士・歯科技工士人材養成確保事業費補助
歯科衛生士、歯科技工士の人材確保及び在宅歯科医療に対応できる人材育成のための

　研修費用に対して補助する。
187万円

Ⅲ　保健・医療・福祉人材の育成と確保・定着

   地域包括ケアシステムの構築に向けて、実践能力の高い看護師の養成や再就業の促進など看護人
 材の確保とともに、福祉・介護人材の養成・確保のため、介護分野での就労未経験者の参入促進や
 介護支援専門員の資質向上等に取り組む。

区分
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主な事業名及び事業概要 ４年度当初予算額

(4) 福祉・介護人材の確保対策 9億1,280万円

ア 福祉・介護人材の確保・定着対策の充実

⑫ かながわ福祉人材センター事業費
福祉・介護人材の確保・定着を図るため、かながわ福祉人材センターにおいて、福祉

　人材の就労相談･あっせん、求職者への研修及び調査研究事業等を行う。
2,752万円

⑬ かながわ福祉人材センター機能強化事業費
地域密着型の就職支援を展開するとともに､福祉の仕事の魅力普及啓発事業等を行う。

　また、かながわ福祉人材センターにキャリア支援専門員を配置し、専門性を活かしたき
　め細かな就労マッチング支援や労働環境の整備等に向けた助言等を行う。

6,690万円

一部

⑭ 介護人材確保促進事業費
「介護フェアinかながわ」の開催や動画の作成等を通じて、広く県民に対して介護の

　仕事の魅力を発信する。また、要介護度の維持・改善、人材育成、処遇改善に成果をあ
　げた介護サービス事業所を表彰し、更なる取組へのインセンティブとなる奨励金（１事
　業所100万円）を交付する。

5,861万円

⑮ 外国人介護福祉士候補者支援事業費
経済連携協定（ＥＰＡ）に基づき、インドネシア、フィリピン及びベトナムから入国

　した外国人介護福祉士候補者を支援するため、国家試験対策講座を実施するとともに、
　施設が行う学習支援に対して補助する。

1億  345万円

⑯ 外国人留学生介護分野受入環境整備事業費
外国人の介護業務への就労を支援するため、留学生等と介護施設とのマッチング事業

 を行う。また、介護施設が受け入れた留学生に給付する学費や住居費等に対して補助す
　る。

3,086万円

⑰ 外国人介護人材受入施設環境整備事業費補助
介護施設等における外国人介護人材の受入れを支援するため、施設等が行うコミュニ

ケーションを促進する取組等に対して補助する。
880万円

⑱ 介護未経験者参入促進事業費
福祉・介護人材の参入を促進するため、介護分野での就労未経験者を対象に、初任者

　研修等を行うとともに、介護サービス事業所等への就労までを一貫して支援する。ま
　た、介護助手の導入促進等を図るとともに、介護現場における多様な働き方の導入に向
　けたモデル事業を実施する。

9,878万円

⑲ 介護人材参入促進事業費補助
福祉・介護人材の参入を促進するため、政令市が行う介護分野での就労未経験者を対

　象にした初任者研修等の実施から介護サービス事業所等への就労までを一貫して支援す
　る事業費の一部を補助する。また、市町村が行う介護の仕事の普及啓発事業費の一部を
　補助する。

4,453万円

⑳ 求職者と介護業界のマッチング支援事業費
求職者の生活の安定と本県の喫緊の課題である介護人材確保のため、求職者に対し

　て、本人の適性に合った介護事業所等とのマッチング及び業務に必要な知識・技術など
　の習得を支援する。

1億5,200万円

〇　その他　介護事業経営マネジメント支援事業費など 1億5,681万円

イ 福祉・介護現任者教育の充実と専門性の向上

㉑　介護職員研修受講促進支援事業費補助
　　介護職員の資質向上を図るため、介護サービス事業者が、初任者研修、実務者研修、
　生活援助従事者研修等を受講する職員の研修受講料を負担した場合、その費用の一部を
　補助する。また、研修受講中の代替職員に係る費用の一部を補助する。

1,971万円

一部

㉒　介護職等資質向上研修事業費
　　　地域包括ケアシステムの中核を担う介護支援専門員の資質向上を図るため、多職種連
　携に関する研修を行う。また、職員が円滑に職務に取り組むことができるよう支援する
　ため、介護事業所に就労した介護職員を対象に、交流会などを行う。

1,928万円

〇　その他　介護支援専門員研修事業費など 1億2,551万円

77億  803万円

区分

【⑨】　　　　　　健康医療局保健医療部　精神保健医療担当課長　小泉  電話 045-285-0227

合 計

問合せ先

【⑫～㉒】　　　　福祉子どもみらい局福祉部地域福祉課　　課長　垣中　電話 045-210-4740

【①～⑧、⑩、⑪】健康医療局保健医療部　保健医療人材担当課長　西海　電話 045-210-4742

新

新

新
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１　目　的

２　予算額　　９３億５,０３６万円

３　主な事業内容

区分 主な事業名及び事業概要 ４年度当初予算額

(1) バリアフリーの街づくりと心のバリアフリーの推進 8,577万円

① 障がい者文化芸術普及支援事業費
障がいの程度や状態にかかわらず、誰でも文化芸術を鑑賞・創作・発表できる機会を提

　供するため、「ともいきアート」として障がい者等のアート作品を創作・展示する場の創
　出等を行う。

2,437万円

② みんなのバリアフリー街づくり推進事業費
バリアフリーの街づくりの取組を推進するため、「神奈川県バリアフリー街づくり推進

　県民会議」を通して、広く県民意見を収集するとともに、普及啓発事業を行う。また、カ
ラーバリアフリー等の普及促進を図るため、事業者や施設管理者等を対象とした研修会を
開催するほか、アドバイザーの派遣等を行う。

394万円

③ 障害者理解促進事業費
障がい者への差別を解消するため、障がいを理由とする差別の相談を受け付ける相談窓

　口を設置するほか、障がいに対する理解促進に向け、内部障がい等の方を対象としたヘル
　プマークの普及啓発や企業等における心のバリアフリー推進員の養成等を行う。

531万円

○ その他　ともに生きる社会推進事業費など 5,215万円

87億6,386万円

④ 生活困窮者自立促進支援事業費
自立相談支援機関の相談支援員が生活困窮者から相談を受け、就労等による自立に向け

　た支援を行う。また、社会資源の広域的な開拓・市域を越えたネットワークづくり事業を
　行う。

7,189万円

⑤ ワンストップ支援推進事業費
生活困窮者が地域において自立した生活が送れるよう、相談窓口の周知、出張相談会、

　相談支援員の研修等を行い、一人ひとりの状況に応じ、相談から就労等までの寄り添った
　支援を行う。

718万円

⑥ 住居確保給付金支給費
離職または休業等により、経済的に困窮し住居を失うおそれがある方へ、家賃相当分の

　給付金を一定期間支給する。
3,370万円

⑦ 生活困窮世帯の子どもの健全育成事業費
生活困窮世帯の子どもの健全育成のため、子ども支援員を配置し、家庭訪問等を行うと

　ともに、家庭学習を補完する学習の場や安心して過ごせる居場所を運営する。
3,580万円

⑧ 被保護者就労支援事業費
就労による経済的自立を支援するため、保健福祉事務所に就労支援員を配置し、生活保

　護受給者に対する就労意欲の喚起のための面接指導、公共職業安定所への同行訪問、就労
　後の職場定着に向けた相談等を行う。

2,219万円

⑨ 自立支援プログラム策定実施事業費
生活保護受給者の経済的、社会的、日常生活の面での自立を支援するため、保健福祉事

　務所において社会貢献活動や、中間的就労の機会を提供するなど、一人ひとりの生活保護
　受給者にとって必要な支援を行う。

3,700万円

⑩ 生活保護適正実施事業費
生活保護制度の適正な運営を図るため、生活保護の認定事務に係る各種調査の充実及び

　医療扶助の診療報酬明細書の点検等を行う。
6,783万円

Ⅳ　ともに生き支えあう地域社会づくり

 　 共生社会の実現に向け、障がい者の文化芸術の普及支援等バリアフリーの街づくりと心のバリア
フリーを推進する。
また、生活困窮者が地域において自立した生活を送れるよう、一人ひとりの状況に応じ、相談か

　ら就労等までの寄り添った支援を行う。

(2) 生活を支える福祉の充実
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区分 主な事業名及び事業概要 ４年度当初予算額

⑪ 生活保護扶助費
健康で文化的な最低限度の生活を保障し、県民生活の安心を支えるため、県所管域の生

　活困窮者に対して、生活保護法に基づき扶助費を支給する。
83億5,674万円

⑫ ケアラー・ヤングケアラーへの支援
既存の各種支援制度のはざまに陥りがちなケアラー（家族などを介護する人）を支援す

　るため、相談窓口やケアラー支援専門員を設置するとともに、ケアラーズカフェ（ケア
ラー同士で気軽に集まれる居場所）の支援やヤングケアラーの学習支援を行う。

5,229万円

○ その他　遺族等対策費など 7,921万円

3億2,225万円

⑬ 福祉サービス第三者評価推進事業費補助
福祉サービスの質の向上及び利用者のサービス選択を支援するため、福祉サービス事業

　者を対象とする第三者評価機関の認証、評価調査者の研修や、評価結果の公表等を行う
　「かながわ福祉サービス第三者評価推進機構」の運営等に対して補助する。

1,096万円

⑭ 福祉サービス利用援助事業費補助
判断能力が十分でない高齢者や障がい者等の権利擁護を推進するため、福祉サービス利

　用に関する援助や、日常的な金銭管理の支援等を行う日常生活自立支援事業に対して補助
　する。

1億2,260万円

⑮ 福祉サービス苦情解決事業費補助
福祉サービス利用者の権利擁護を推進するため、福祉サービスへの苦情に対する相談・

　助言・あっせん等を行う苦情解決事業に対して補助する。
2,536万円

⑯ 権利擁護推進事業費（医療介護基金）
成年後見制度の第三者後見の担い手を育成するため、法人後見担当者の人材育成等を行

　う。また、市町村が行う市民後見人の人材育成、活動支援に対して補助する。
9,604万円

⑰ かながわ成年後見推進センター事業費
判断能力が十分でない高齢者や障がい者等の権利擁護を推進するため、成年後見制度の

　相談や法人後見の支援等を行うかながわ成年後見推進センターを運営する。
2,120万円

○ その他　地域生活定着支援事業費など 4,607万円

1億7,847万円

⑱ 聴覚障がい児等手話言語獲得支援事業費
聴覚障がいのある乳幼児が手話言語を獲得することを支援するため、乳幼児及び保護者

　を対象に、絵本の読み聞かせや手話遊びなど、大人のろう者とふれあう手話交流会等を開
　催する。

633万円

⑲ 手話言語普及推進事業費
ろう者とろう者以外の者の相互理解を深めるため、手話講習会や手話普及推進イベン

ト、県民意見反映手続に係る手話動画の作成及び県出先機関での遠隔手話通訳サービス等
を行う。

1,380万円

○ その他　神奈川県聴覚障害者福祉センター指定管理費 1億5,833万円

93億5,036万円

　【⑫】 福祉子どもみらい局福祉部高齢福祉課　　課長　山本　電話 045-210-4830

　【③】 福祉子どもみらい局福祉部　障害福祉担当課長　鳥井  電話 045-210-4700
　【④～⑪】 福祉子どもみらい局福祉部生活援護課　　課長　大澤　電話 045-210-4900

(3) 福祉サービスを安心して利用することができるしくみづくり

(4) 手話を利用しやすい環境の整備

合 計

　問合せ先
　【①】 福祉子どもみらい局共生推進本部室

　【②、⑬～⑲】 福祉子どもみらい局福祉部地域福祉課  　課長　垣中　電話 045-210-4740
共生担当課長　平野　電話 045-285-0737

新
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１　目　的

２　予算額　　１７２億　　６７５万円（うち基金活用額　１４４億５，２６０万円）

３　主な事業内容

【医療分】　

区分 主な事業名及び事業概要 ４年度当初予算額

(1) 病床の機能分化・連携に関する事業 15億2,757万円

① 回復期病床等転換施設整備費補助
高齢化の進展に伴い、不足が見込まれる回復期や慢性期の病床を確保するため、医療機

　関の病床転換等に向けた施設整備に対して補助する。
10億4,613万円

② 緩和ケア病棟整備事業費補助
緩和ケアの充実を図るため、緩和ケア病棟の整備を行う医療機関に対して補助する。

1億7,439万円

〇　その他　　地域医療構想普及事業費など 3億　704万円

2億4,970万円

③ 在宅医療トレーニングセンター研修事業費補助
在宅医療従事者の育成のため、（大）保健福祉大学実践教育センター（横浜市旭区中

　尾）内に設置された在宅医療トレーニングセンターにおいて行われる、在宅医療・介護の
スキル向上に向けた研修経費に対して補助する。

2,752万円

④ 在宅歯科医療連携拠点運営事業費
在宅歯科医療提供体制の充実を図るため、医科や介護との連携や、在宅歯科に関する相

　談等を行う在宅歯科医療連携室の運営を行う。
1億3,539万円

⑤ 要介護・高齢者歯科設置診療所施設・設備整備費補助
在宅要介護者等の患者の治療機会を提供するため、「要介護・高齢者歯科」外来での継

　続治療に必要な施設・設備の整備に対して補助する。
3,107万円

〇　その他　　訪問看護推進支援事業費など 5,571万円

42億3,245万円
(17億　147万円)

⑥ 看護師等養成所運営費補助
看護職員の養成、確保を推進するため、看護師等養成所の運営費に対して補助する。

4億8,917万円

⑦ 医師等医療従事者修学資金貸付金事業
本県で勤務する医師等医療従事者を確保するため、産科等の特定科目の医師や看護師、

　理学療法士等を目指す学生に対し、修学資金を貸し付ける。

2億9,976万円
(1億8,449万円)

⑧ 院内保育所支援事業
医師、看護職員の離職防止と再就業促進のため、病院等が行う院内保育事業の運営費等

　に対して補助する。

2億　299万円
(1億9,494万円)

〇　その他　　小児救急病院群輪番制運営費補助など
32億4,052万円
(8億3,285万円)

7,980万円

⑨ 勤務医の労働時間短縮に向けた体制の整備に関する事業
令和６年度から医師の時間外労働規制が適用されることから、医療機関の働き方改革を

　推進するため、勤務医の労働時間短縮に向けた体制整備に対して補助する。
7,980万円

60億8,953万円
(35億5,855万円)

合 計

Ⅴ　地域医療介護総合確保基金事業

　　団塊の世代が後期高齢者となる2025年に向けて、医療・介護サービスの提供体制を強化するた
　め、消費税増収分等を財源として設置した基金を活用し、県が作成する計画に基づき事業を実施
　する。

(2) 在宅医療の推進に関する事業

(3) 医療従事者の確保に関する事業

(4) 勤務医の労働時間短縮に向けた体制の整備に関する事業
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【介護分】　

区分 主な事業名及び事業概要 ４年度当初予算額

75億9,236万円

⑩ 地域密着型サービス施設等整備費補助
市町村で提供される地域密着型サービスの強化等を図るため、小規模多機能型居宅介護

　事業所や認知症高齢者グループホーム等の整備に加え、介護職員の宿舎の整備等に対して
　補助する。

13億8,988万円

⑪ 高齢者施設改修費補助
入所者の自立した生活の支援を図るため、既存施設のユニット化やプライバシー保護の

　ための改修、介護医療院等への転換整備費用等に対して補助する。
4億8,588万円

⑫ 施設開設準備支援事業費補助
介護施設等の開設時から安定した質の高いサービスを提供するための体制整備を支援す

　るため、施設の開設準備費用等に対して補助するとともに、介護施設等の大規模修繕の際
　にあわせて行う介護ロボット・ＩＣＴの導入費用等に対して補助する。

53億8,753万円

⑬ 定期借地権利用整備促進事業費補助
特別養護老人ホーム等の整備促進を図るため、定期借地権を設定した用地確保に要する

　費用に対して補助する。
3億2,906万円

16億  482万円
(13億8,305万円)

一部

⑭ 介護人材確保促進事業費
「介護フェアinかながわ」の開催や動画の作成等を通じて、広く県民に対して介護の仕

　事の魅力を発信する。また、要介護度の維持・改善、人材育成、処遇改善に成果をあげた
　介護サービス事業所を表彰し、更なる取組みへのインセンティブとなる奨励金（１事業所
　100万円）を交付する。

5,861万円
(5,782万円)

⑮ 介護未経験者参入促進事業費
福祉・介護人材の参入を促進するため、介護分野での就労未経験者を対象に、初任者研

　修等を行うとともに、介護サービス事業所等への就労までを一貫して支援する。また、介
　護助手の導入促進等を図るとともに、介護現場における多様な働き方の導入に向けたモデ

ル事業を実施する。

9,878万円

⑯ 求職者と介護業界のマッチング支援事業費
求職者の生活の安定と本県の喫緊の課題である介護人材確保のため、求職者に対して、

　本人の適性に合った介護事業所等とのマッチング及び業務に必要な知識・技術などの習得
　を支援する。

1億5,200万円

⑰ 外国人介護人材受入施設環境整備事業費補助
介護施設等における外国人介護人材の受入を支援するため、施設等が行うコミュニケー

ションを促進する取組等に対して補助する。
880万円

⑱ 地域包括ケア推進事業費
地域包括ケアシステムを推進するため、県及び各保健福祉圏域の広域的地域ケア会議の

　開催、在宅医療・介護連携推進事業研修会の開催、市町村への専門職派遣、地域包括支援
センターの職員等に対する研修等を行う。

644万円

⑲ 介護ロボット普及推進事業費
介護施設職員等に対し、介護ロボットの活用現場を体験する機会を設けるとともに、介

　護施設等への介護ロボットやＩＣＴの導入に対して補助する。また、介護施設等を対象と
　して介護ロボットやＩＣＴの導入に向けたオンラインセミナーを開催する。

6億4,276万円

〇　その他　　生活支援コーディネーター養成研修事業費など
6億3,741万円
(4億1,643万円)

19億2,003万円
(19億1,863万円)

111億1,722万円
(108億9,404万円)

※ 予算額と基金活用額に差があるときは基金活用額をカッコ書きで記載

【⑥～⑨】 健康医療局保健医療部　　保健医療人材担当課長　西海　　電話 045-210-4742

(5) 介護施設等の整備に関する事業

【⑭～⑰】 福祉子どもみらい局福祉部地域福祉課 課長　垣中　  電話 045-210-4740

合 計

【②】 健康医療局保健医療部がん・疾病対策課　  課長　下山田　電話 045-210-4772

問合せ先
【①、③～⑤】    健康医療局保健医療部　医療課医療調整担当課長　市川　　電話 045-285-0849

(6) 介護従事者の確保等に関する事業

（参考）　新型コロナウイルス感染症対策関係事業

【⑩～⑬、⑱、⑲】　　福祉子どもみらい局福祉部高齢福祉課 課長　山本　　電話 045-210-4830

新

新
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ともに生きる社会推進事業費 

１ 目的 

  「ともに生きる社会かながわ憲章」の理念を県民に広く深く浸透させていくため、市町

村や団体、教育委員会、企業、大学と連携した取組に加え、ホームページで障がい者団体

等の活動の情報発信を行うとともに、県のたよりやポスター掲示など様々な媒体を活用し

た広報等を行う。 

２ 予算額 4,000万円 

３ 事業内容 

(1)様々な媒体を活用した広報                       1,997万円

県のたよりやポスター掲示など様々な媒体を活用し、「ともに生きる社会かながわ憲

章」の効果的な広報等を行う。

(2)「ともに生きる社会かながわ推進週間」における集中的広報 400万円 

タウン誌やポスターの駅貼りなどを活用した広報を集中的に行う。

(3) 企業等との連携 498万円 

ホームページで障がい者団体等の活動の情報発信を行うとともに、イベント主催者と

マッチングさせ、マッチングしたイベントで普及啓発を行う。

(4) 大学との連携                            210万円

大学生による共生社会の実現に向けた取組を支援するとともに、その活動内容を発表

する機会を設ける。 

(5) 市町村や団体・学校等との連携                    101万円

市町村や団体・学校等と連携して、ポスター掲示やチラシ配布等の普及啓発を行う。

(6) 津久井やまゆり園事件追悼式 794万円 

「津久井やまゆり園事件追悼式」を実施する。

問合せ先 

福祉子どもみらい局共生推進本部室 共生担当課長 平野  電話 045-285-0737 

(1)様々な媒体を活用した広報

ホームドア広告

(6)津久井やまゆり園事件追悼式

モニュメントでの献花
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一部○新  「当事者目線」の新しい障がい福祉の実現

１ 目的 

 「当事者目線」に立った新しい障がい福祉の実現を目指し、中井やまゆり園をはじめ

とした県立障害者支援施設の日中活動の充実や地域生活への移行に向けた支援を行うと

ともに、意思決定支援の全県展開に取り組む。 

２ 予算額 9,282万円 

 ３ 事業内容 

○新  (1) 県立障害者支援施設での取組                   6,872万円 

 県立障害者支援施設において、施設外の活動の場を確保するなど、日中活動の充実

を図るとともに、グループホームの体験利用の場を確保するなど、地域生活への移行

に向けた支援を実施する。 

ア 居室施錠等の廃止

(ｱ) 当事者の意見を反映した施設運営（全県立障害者支援施設）

当事者の意見を施設運営に反映するため、障がい当事者が施設を巡回し、職員

との意見交換を行う。また、支援改善アドバイザーや支援サポート員を配置する。 

(ｲ) 「当事者目線」の施設環境整備

○ クッションフロア化・段差解消等、利用者一人ひとりに応じた施設の改修を

行う。（中井やまゆり園） 

○ 老朽化対策・個室化等の施設改修調査を行う。（三浦しらとり園）

(ｳ) 支援改善アドバイザー、支援サポート員の配置（中井やまゆり園）

より良い施設運営と支援サポート体制の強化のための職員を配置する。

イ 日中活動・体験の充実

(ｱ) 地域共生モデル事業（中井やまゆり園）

施設外に利用者の活動拠点を設置し、地域でのボランティア活動を行うなど、

日中活動の充実を図る。 

（取組の全体イメージ） 
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(ｲ) 強度行動障がいのある利用者への集中的支援（中井やまゆり園）

利用者一人ひとりの障がい特性等を踏まえた集中的な支援を行い、グループホ

ーム等への円滑な移行を図る。 

(ｳ) 地域生活移行促進担当職員、居場所づくりコーディネーターの配置（中井やま

ゆり園） 

地域生活移行の推進役となる職員や、民間事業所、自治会等と協働して新しい 

日中活動の場の開拓・確保等を行う職員を配置する。 

ウ 地域生活へ移行

(ｱ) 県立障害者支援施設利用者の地域生活移行の促進（全県立障害者支援施設）

利用者の住まいとなるグループホームに対し、人件費及び環境整備費等を補助

する。 

(ｲ) 「当事者目線」の障がい福祉推進拠点づくり（中井やまゆり園）

民間事業所と連携して、利用者の地域生活移行を支えるしくみを構築した上

で、民間事業所が日中活動支援等のサービスを提供した際にかかる費用の補助な

どを行う。 

一部○新  (2)  意思決定支援の全県展開                       2,410万円 

意思決定支援の全県展開に向けて、担い手の養成を行うとともに、アドバイザー派 

遣や新たに事業所キャラバンを実施する。また、事業者が行う意思決定支援を促進す 

るため、県版ガイドラインを策定する。 

問合せ先 

【３(1)】 福祉子どもみらい局福祉部障害サービス課 課長 髙橋 電話 045-210-4702   

【３(2)】 福祉子どもみらい局総務室  特定課題担当課長 岡田 電話 045-210-4661 
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一部○新  医療的ケア児等への切れ目のない支援

１ 目的 

  医療的ケア児やその家族へ切れ目のない支援をするため、新たに、かながわ医療的ケア

児支援センター（仮称）を設置するとともに、家族の休息（レスパイト）を目的とした看護

師等の派遣に対する補助等を行う。また、県立特別支援学校における医療的ケア児支援の

ための環境整備を行う。 

２ 予算額 １億 6,708万円 

３ 事業内容 

○新  (1) かながわ医療的ケア児支援センター（仮称）の設置・運営         1,911万円 

かながわ医療的ケア児支援センター（仮称）を県庁内に設置し、医療的ケア児の保護

者等からの様々な悩み、相談に対応する。また、相談は、来所、電話、メール及びＳＮ

Ｓで受け付ける。 

  【参考：かながわ医療的ケア児支援センター（仮称）の役割】 

○新（2）医療的ケア児等の家族の休息支援                                792万円 

 医療的ケア児等の介助を行う家族の一時的な休息（レスパイト）のため、居宅に看護

師等が訪問し、家族に代わって介助を行う際の人件費を補助する市町村（政令市・中核

市を除く）に対し、人件費の一部を補助する。
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○新（3）保育所等における医療的ケア児の受入促進                          130万円 

 保育所等における医療的ケア児の受け入れを促進するため、医療的ケア児を受け入れ

ようとする施設及び市町村に対してアドバイザーを派遣する。 

一部○新（4）県立特別支援学校における医療的ケア児支援のための環境整備  １億 3,875万円 

医療的ケアの必要な児童・生徒を支援し、より安全に学べる環境を整備するため、看

護師を県立特別支援学校に配置する（３年度：57人⇒４年度：69人）。 

また、保護者の負担を軽減するため、医療的ケアの必要性が高くスクールバスに乗車

できない児童・生徒の通学について、福祉車両等と訪問看護ステーション等の看護師

を活用した支援を試行する（４年度：10人）。 

問合せ先 

(1)(2)福祉子どもみらい局福祉部 障害福祉担当課長 鳥井  電話 045-210-4700 

(3) 福祉子どもみらい局子どもみらい部次世代育成課 課長 川上 電話 045-210-4660

(4) 教育局支援部特別支援教育課 課長 萩庭 電話 045-210-8214 

33



No.
No.17 59

別紙参考

36797673
長方形




	局版抜粋（とも生き、当事者、医ケア）
	●02一枚モノ
	02_ともに生きる社会実現推進事業費
	03_当事者目線の新しい障がい福祉
	04_医療的ケア児への支援


	介護医療児童のみ



